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前代表取締役社長及び前取締役会長との合意について 
 

当社は、平成 27 年８月６日開催の取締役会において、当社の前代表取締役社長である 

池田元英氏（以下、「池田氏」）及び当社の前取締役会長久保好孝氏（以下、「久保氏」）

との間で、それぞれ下記のとおり合意（以下、「本合意」）することを決議いたしましたの

で、お知らせいたします。 

記 

１． 本合意に至る経緯 

平成 27 年 1 月 28 日付「特設注意市場銘柄の指定および上場契約違約金の徴求につ

いてのお知らせ」において公表いたしましたとおり、当社は、当社における不適切な会

計処理（以下、「本件」）を契機として、東京証券取引所より当社の内部管理体制等に

ついて改善の必要性が高いと認められたことから、特設注意市場銘柄に指定されてお

ります。当社は、かかる状況に至るまでに本件により当社が負担した費用（本件により

将来負担することが予想される費用も含みます。）について、池田氏及び久保氏に対し

て、その補填を求めてまいりましたが、今般、合意に至ったものであります。 

また、平成 26年 12 月 19 日付「第三者委員会からの追加報告書の受領及び再発防止

策に関するお知らせ」において公表いたしましたとおり、当社は、第三者調査委員会か

ら、池田氏の大株主としての影響力を低減させるため、池田氏及び同氏の同族が所有す

る当社の株式（以下、「本株式」）の持分比率を低減させることを検討すべきとの提言

を受けておりました。当社は、かかる第三者調査委員会の提言を真摯に受け止め、池田

氏に対し本株式の持株比率を低減させることを求めてまいりましたが、今般、ご理解を

頂きました。 

 

２． 本合意の要旨 

 

（１）損失補填に関する合意 

① 平成 26年 11 月 20 日付で設置した第三者調査委員会による調査にかかる費用相当

額 4,860 万円を池田氏及び久保氏が補填する。 

 

② 当社が平成 27 年１月 28 日付で東京証券取引所より有価証券上場規程第 509 条第

１項第３号に基づいて徴求を受けた上場違約金相当額 2,400 万円を池田氏及び久

保氏が補填する。 

 



③ 当社が過年度の有価証券報告書等を修正したことにより、金融商品取引法第 185条

の 7 に基づいて金融庁より課徴金を課せられた場合、課徴金相当額を池田氏及び

久保氏が補填する。 

 

（２）当社株式に関する合意 

 

① 本株式を当社の議決権総数に対する本株式の議決権割合が合計 10％未満となるま

で持株比率を低減させる。 

 

持株比率の低減方法及び実施時期につきましては、決定次第速やかに適時開示い

たします。 

 

② 池田氏及び同氏の同族が平成 27 年 12 月末日までに２．（２）①記載の持株比率の

低減を実現することができない場合には、同日以降、実現するまでの間に開催され

る当社の株主総会（定時株主総会のみならず、臨時株主総会も含む。）における本

株式にかかる議決権行使について、当社の指名する第三者に対し撤回不能のもの

として一任する。 

 

持株比率の低減にかかる議決権行使の委任方法及び委任時期につきましては、決

定次第速やかに適時開示いたします。 

 

３． 今後の見通し 

２.（１）記載の支払につきましては、入金時に特別利益として計上する予定です。 

今後、更に本件に起因して当社に損失が発生した場合において、当社と池田氏及び久

保氏との間でかかる損失に関する補填合意に至った場合は、速やかに開示いたします。 

また、２．（２）記載の持株比率の低減に関して、当社の今後の成長や経営基盤の

安定化のため、適切な第三者が取得する方法を池田氏に求めてまいる所存です。 

以 上 


